
税制改正大綱で残された課題克服へ
（一社）住宅生産団体連合会　理事　立花 貞司

［トヨタホーム株式会社　代表取締役会長］
　政府与党が 2013 年度税制
改正大綱を決定し、経済の
再生と 2014 年 4月に実施さ
れる消費増税の対応策がま
とまりました。国民生活の
安定と景気回復への第一歩
が示されたことに期待を抱
くとともに、大綱策定に尽
力された関係各方面の皆様
には、感謝と敬意を表したいと思います。
　このたび打ち出された税制改正は、企業の研究開
発・設備投資・雇用拡大等の奨励策を拡充するなど
景気回復と将来へ道筋を示す一方、消費増税に伴う
逆進性対策として高額所得者への課税強化や相続
税の控除額引き下げ等が盛り込まれました。
　「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」「民間投
資を喚起する成長戦略」を 3本の矢とするアベノミ
クスが、デフレ脱却と日本を再び世界の経済大国へ
と導く基本戦略とすれば、税制は 3本の矢を下支え
する重要な役割を担うはずです。超高齢化社会の到
来と人口減が避けられない日本にとって社会情勢
に見合った税制の見直しは時代の要請であり、消費
増税は避けられません。
　ただ住宅は国民生活の基盤であり、さらに経済波
及効果の大きさから内需の柱と位置付けられます。
そのため、昨年 6月の民主、自民、公明党 3党合意
でも住宅については、消費税率の引上げ前後におけ
る駆け込み需要及びその反動等による影響が大き
いことを踏まえ、一時の税負担の増加による影響を
平準化し、及び緩和する観点から「平成 25 年度以
降の税制改正及び予算編成の過程で総合的に検討
を行い、消費税率の 8%引上げ時及び 10% への引
上げ時にそれぞれ十分な対策を実施する」とされま

した。住団連は住宅にかかる消費増税の負担軽減に
ついて「具体的な内容を早期に明らかにすること」
「最終的には軽減税率の適用、それまでの間は法律
に基づいた給付措置を講じ、その財源を確保するこ
と」等を要望してまいりました。
　これに対し 13年度税制大綱では①ローン減税（補
完としての住民税減税）の拡充②自己資金で建築す
る人への投資減税拡充③ローン減税の拡充で恩恵
が不十分な取得層への給付措置を夏までに検討④
消費税 10% 引き上げ時に軽減税率の導入検討―が
示されました。
　ローン減税は認定住宅の場合、残高が 3000 万円
から 5000 万円に引き上げられ、かつ 4年間据え置
きとされたほか、軽減税率適用への足掛かりができ
たことは成果であります。しかし、年収とローン残
高で控除額が決まるため、恩恵を受けられる人は偏
ることになります。終の棲家として住宅を建てる場
合は、定年後の所得減で、ローンが組みにくくなり、
自己資金だけで建てざるを得ず、その場合は減税の
恩恵が十分受けられません。
　今後は軽減税率適用の必要性を訴えつつ、夏に先
送りされた給付措置について消費増税の影響を回
避するため早急に具体的な内容を明確にするよう、
関係各方面の皆様に理解活動を展開する必要があ
ります。
　住宅は個人資産であると同時に、社会的な資産で
もあります。欧米先進諸国は住宅を国家安定の基
盤、社会政策、内需の柱と位置付け、消費税につい
ては住宅を非課税、ゼロ税率あるいは軽減税率を適
用して、国家として持家を奨励しています。また日
本の住宅産業は雇用規模も 200 万人、関連産業を含
めると 450 万人に上り、内需の柱と呼ぶにふさわし
い産業と言えます。住宅投資の促進を通じて豊かな
国民生活の実現と経済の再生に寄与できるよう官
民一体となって諸施策を推し進める努力を続けた
いと考えております。

豊かな住生活をめざして─
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◇住団連　住宅業況調査
　平成25年度１月度調査結果まとまる

○調査期間　平成 25 年 1 月
○調査対象　�住団連会員会社の支店、営業所、展示

場等の営業責任者
○回答数　　「戸建注文住宅」　：215 事業所
　　　　　　「低層賃貸住宅」　： 95 事業所
Ａ「戸建注文住宅」
1. 対前四半期比総受注棟数・金額
（１）実績
　平成２４年１０～１２月の受注実績は、７～９
月の実績に比べて総受注棟数マイナス６ポイント・
総受注金額プラス１０ポイントの結果となった。
　総受注金額は４期連続でプラスを維持したが、総
受注棟数については前期の大幅プラスの反動減も
ありマイナスの結果となった（前１０月度総受注棟
数プラス３２・総受注金額プラス１３）。
　地域別の総受注棟数では、北海道（プラス１７）、
東北（プラス４０）、中部（プラス８）以外の、関東（マ
イナス２６）、近畿（マイナス１）、中国・四国（マ
イナス６）、九州（マイナス３）の地域でマイナス
実績となり、全体としてマイナスに転落した。
（２）見通し
　平成２５年１～３月の見通しでは、１０～１２月
の実績に比べ総受注棟数プラス４７・総受注金額プ
ラス１８との見通しである（前１０月度総受注棟数
プラス１６・総受注金額プラス１４）。　
　総受注棟数では、北海道（プラス３４）、東北
（プラス３１）、関東（プラス５１）、中部（プラス
５８）、近畿（プラス２９）、中国・四国（プラス
５９）、九州（プラス４７）と、各地域とも大幅な
プラスになるとの見通しである。

２．一棟当り床面積の動向について
（１）実績
　平成２４年１０～１２月の床面積実績はプラス
１１となった（前１０月度プラス４）。
　全国では、「やや広くなっている・広くなってい
る」（前１０月度２６％から３４％に）が増え、「狭
くなっている・やや狭くなっている」（前２０％か
ら１５％に）、「変わらない」（前５４％から５１％に）
がともに減少し、全体的にプラス基調が強まった。
　地域別では、「狭くなっている・やや狭くなって
いる」の割合は、北海道のみが増加で、その他の地
域で減少もしくは横ばい。逆に、「やや広くなって
いる・広くなっている」の割合は、東北、関東、中部、

中・四国、九州の５地域で増加しており、増床傾向
が表われている。
（２）見通し
　平成２５年１～３月の見通しは、プラス１３であ
る（前１０月度プラス６）。
　全国では、「狭くなりそう・やや狭くなりそう」
（前７％から６％に）、「変わらない」（前７４％から
６５％に）が減少し、「やや広くなりそう・広くな
りそう」（前１９％から２９％に）が増加しており、
全体の指数として更に広くなるとの見通しである。
　地域別でも、「やや広くなりそう・広くなりそう」
が、北海道以外の６地域で増加もしくは横ばいであ
り、全体の傾向を表している。

３．建替率（実績）の動向について
　各社の支店・営業所・展示場における、平成２４
年１０～１２月の総受注棟数に占める、建替物件の
（実績）割合である。
　全国では、「５０％以上」は（前２９％から
３０％に）と微増、「４０％未満」（前４５％から
４９％に）も増加と、全体的には建替率はほぼ横ば
い傾向である。
　地域別で見ると、「５０％以上」は北海道、東北、
中部、近畿の４地域で増加しているが、「４０％未
満」は５地域で６０％を超えており、地域的なバラ
ツキが見られる。

４．顧客動向について
　１）見学会、イベント等への来場者数
　�　１０～１２月は７～９月に比べて全国では、
「増加」（前期３５％から１４％）が減少し、「減少」
（前期１３％から３８％）が大きく増加しており、
顧客の動きが停滞している。
　�　地域別でも、北海道、九州以外の地域で「減少」
が「増加」を大きく上回っている。
　２）全体の引き合い件数
　�　１０～１２月は７～９月に比べて全国では、
「増加」（前期３６％から１５％）が減少し、「減少」
（前期７％から３１％）が大きく増加、来場者数
動向と同様の傾向が表れている。
　�　地域別では、北海道以外の地域で「減少」が「増
加」を大きく上回っている。
　３）土地情報取得件数について
　�　１０～１２月は７～９月に比べて全国では、
「増加」（前期２７％から２４％）が減少し、「減少」
（前期１０％から１７％）が増加、土地情報量は
減少傾向に反転した。



見学会、イベント等の来場者数割合
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全体の引き合い件数割合
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土地情報の取得件数
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消費者の購買意欲
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　地域別では、北海道、関東、中部、九州の４地域
で増加傾向が継続しているが、北海道以外の地域で
は「横ばい」が過半数を占めており横ばい傾向が表
れている。
　４）消費者の購買意欲について
　１０～１２月は７～９月に比べて全国では、「増

加」（前期５３％から２１％）が大幅減少し、「減少」
（前期４％から１９％）が増加。消費者マインドの
落ち込みが顕著である。
　地域別でも、北海道、東北、中部、中・四国の４
地域で「減少」が「増加」を上回っており、消費者
の購買意欲の落ち込みが見られる。



REPORT

見学会、イベント等の来場者数割合
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全体の引き合い件数割合
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賃貸住宅市場のの空室率割合
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金融機関の融資姿勢（積極性）割合
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B「低層賃貸住宅」
1. 対前四半期比総受注戸数・金額
（１）実績
　平成２４年１０～１２月の受注実績は、７～９
月の実績に比べ、総受注戸数プラス１３ポイント・
総受注金額プラス１７ポイントと、総受注戸数・総

受注金額ともに若干プラス幅は減少したが、４期連
続のプラスという結果となった（前１０月度総受注
戸数プラス２４・総受注金額プラス３２）。
　総受注戸数の地域別で見ると、東北（マイナス
２０）、関東（マイナス９）、中国・四国（プラス・
マイナス０）以外の地域は、北海道（プラス１０）、



中部（プラス２９）、近畿（プラス４０）、九州（プ
ラス４５）と二桁のプラス実績であり、総受注金額
もプラス基調が継続しており、全体の指数も受注戸
数・金額ともにプラスが継続という結果となった。
（２）見通し
　平成２５年１～３月の見通しでは、１０～１２月
の実績に比べ、総受注戸数プラス４０・総受注金額
プラス３７である（前１０月度総受注戸数プラス
１５・総受注金額プラス１７）。
　地域別の総受注戸数は、北海道（プラス５０）、
東北（プラス２０）、関東（プラス４４）、中部（プ
ラス５９）、近畿（プラス２０）、中国・四国（プラ
ス・３０）、九州（プラス３０）と、すべての地域
で二桁プラスの見通しで、全体としても、受注戸数・
金額ともにプラスが継続・拡大するとの見通しであ
る。

２．一戸当り床面積（実績）の動向について
　平成２４年１０～１２月の実績はプラス９で、プ
ラス基調が継続している（前１０月度プラス１２）。
　全国では、「変わらない」（前６６％から６５％
に）、「やや広くなっている・広くなっている」（前
２６％から２３％に）が、ともに微減、「狭くなっ
ている・やや狭くなっている」（前８％から１２％
に）の割合が増加し若干減床傾向が表れているが、
全体的な指数としてはプラスが継続している。
　地域別では、「やや広くなっている・広くなって
いる」の割合が、北海道、中部の２地域のみで増加、
３地域で減少と地域的なバラツキはあるが、全体と
しては増床傾向が続く。

３．低層賃貸住宅経営者の供給意欲について
　平成２５年１月調査時点における、住宅会社側か
らみた経営者の供給意欲度である。
　全国では、「かなり強い・強い」（前２５％から
２５％に）は横ばい、「普通」（前４７％から５３％
に）が増加し、「やや弱い・弱い」（前２７％から
２２％に）が減少と、経営者のマインドは前期比変
わらないとの傾向が見られる。
　地域別では、北海道、東北、九州以外の４地域で
「かなり強い・強い」が増加している。

４．賃貸住宅市場動向について
　１）見学会、イベント等への来場者数
　�　１０～１２月は７～９月に比べて全国では、
「増加」（前期２５％から１７％）が減少し、「減少」
が（前期１７％から２７％）と増加、顧客の動き
はやや停滞してきた。
　�　地域別では、北海道、関東、中部、九州の４地
域で「減少」が「増加」を上回っている。
　２）全体の引き合い件数
　�　１０～１２月は７～９月に比べて全国では、
「増加」（前期２３％から２１％）と減少し、「減少」
が（前期１８％から２０％）と微増、来場者数動
向と同じくやや停滞気味である。
　�　地域別では、北海道、関東、近畿、九州の４地
域で「減少」が「増加」を上回っている。
　３）賃貸住宅市場の空室率
　�　１０～１２月は７～９月に比べて全国では、
「横ばい」（前期７５％から６７％）が減少し、
「増加」（前期１１％から１８％）、「減少」（前期
１３％から１５％）ともに増加しており、空室率
は若干増加傾向が表れている。
　�　地域別でも、北海道、東北、関東、近畿、中国・
四国、九州の６地域で、「増加」が「減少」を上回っ
ている。
　４）金融機関の融資姿勢（積極性）
　�　１０～１２月は７～９月に比べて全国では、
「横ばい」（前期５３％から６６％）が増加し、「減
少」（前期１４％から５％）、「増加」（前期３３％
から３０％）がともに減少しているが、総体的に
金融機関の融資姿勢は積極性が継続していると
思われる。
　�　地域別でも、北海道以外の６地域で「増加」が
「減少」を大きく上回っており、融資姿勢の積極
性が強く表れている。
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＜委員会活動（1/16 〜 2/15）＞
○成熟社会居住研究会	 （1/18）	 13:00 ～ 16:00
　・�旭化成ホームズ（株）より最近の活動事例
として、「2.5 世帯住宅」の提案について報告

　・�「サービス付き高齢者向け住宅」の建築関係法
上の用途について、要望（案）を取りまとめ

　・�消防法施行令の一部改正に関する意見募集（総
務省消防庁）についての紹介と、意見交換

○税制・金融委員会	 （1/25）	 15:00 ～ 16:30
　・�平成 25 年度税制改正大綱について（説明と質
疑応答）

○産業廃棄物分科会	 （1/28）	 15:30 ～ 18:00
　・�平成 24 年度 第 2 回 建設六団体副産物対策協
議会 運営委員会について

　・�環境省 報道発表資料 平成 24 年 12 月 27 日 「産
業廃棄物の不法投棄等の状況（平成 23 年度）
について」

　・�平成 25 年 1 月 18 日 廃棄物の処理及び清掃に
関する法律施行令の一部を改正する政令の閣
議決定について

○建築規制合理化委員会WG	（1/31）	 12:00 ～ 14:30
　・�第 3回社会資本整備審議会建築分科会建築基準
制度部会について報告と住団連意見まとめ

　・�平成 24 年度　建築規制合理化要望の審議
　・�平成 25 年度　住宅局関係予算決定概要の説明
○式典部会	 （2/5）	 10:00 ～ 11:00
　・�3 月 25 日（月）「20 周年記念式典」当日の進行
や運営、各々の役割分担等について意見交換。

　・�従来よりの主な変更点は、式典登壇者（4名）、
ご来賓の人数（2名）、プログラムの追加（20
年の振り返り）、案内状発送の一任、「講演会」
サブ会場の手配、パンフの作成、委員慰労会の
開催等。

○第 216 回運営委員会	 （2/5）	 12:00 ～ 13:30
　・�専門委員会委員の推薦に関する件
　・�平成 24 年度産業廃棄物適正処理推進センター
基金への拠出に関する件

　・�平成 25 年度分担金（案）に関する件
　・�平成 25 年度税制改正大綱について
　・�2013 年 IHA・NAHB視察会の実施報告につい
て

　・�エネファーム普及推進組織の設立について
　・�ゆとりある豊かな住生活を実現する国民推進会
議 2012 年全国大会実施報告書（配布）

○広報連絡会	 （2/8）	 13:30 ～ 15:00
　・�10 団体窓口担当者との情報交換
　・�各団体広報紙、リリースの発表
○住宅性能向上委員会WG	 （2/8）	 16:00 ～ 18:00
　・�政策全般における直近の動向について・・・・
国土交通省住宅生産課より

　・�省エネ・低炭素政策動向から・・・・・・・・
　　�エネルギー性能の表示のあり方検討について
他

　・�第 2 回既存住宅インスペクション・ガイドライ
ン検討委員会（2月 8日開催）について

　・�平成 24 年度 SWG活動の推進について
○環境管理分科会	 （2/15）	 16:00 ～ 18:00
　・�住宅産業の自主的環境行動計画 第 4 版改訂
WG 事務局案について

　・�日本経団連　1月 17 日公表 低炭素社会実行計
画について

　・�省エネ基準（新）住宅部分の施行スケジュール
について

　・�省エネ基準（新規）関連 一次エネルギー消費
量の評価・表示の方法について

　・�「アスベストデータベース構築委員会」 第 1 回 
本委員会及び第 2回 使用実態調査部会 合同委
員会について

　・�JIS A5422 窯業系サイディング 改正原案作成
委員会について


